
Ⅲ 参考資料



地域づくり総合交付金（船揚場整備事業） 

１ 概要 

 北海道地域振興条例（平成 21 年北海道条例第 51号）に掲げる、個性豊かで活力に満ち、人々が将来に

わたり安心して暮らすことのできる地域社会の実現に資することを目的に、予算の範囲内で、総合振興局

長及び振興局長が各事業について交付金を交付する。 

地域づくり 

推 進 事 業 

地域の創意と主体性に基づく地域の特性や優位性を生かした取組の促進を図るため、市町村等が地

域課題の解決や地域活性化を目的として取り組む各種事業に要する経費について支援。 

特 定 課 題 

対 策 事 業 

全道的な観点から対応する必要のある重点課題及び地域における懸案課題のうち、緊急的な解決を

目的として市町村等が取り組む事業に要する経費について支援。 

２ 事業体系 

事業区分 交付対象者 上限額 下限額 単位 交付率 

地

域

づ

く

り

推

進

事

業 

一 般 事 業 

ハード系

事 業 

市町村 １億円 
500 万円 

10 万円 

1/2 

以内 

一部事務組合、広域連合 ２億円 

ソフト系

事 業 

市町村 500 万円 

50 万円 一部事務組合、広域連合、複数市町村で

構成する協議会等 
１千万円 

振興局長が認める団体 300 万円 10 万円 

福祉振興 ・介護 保険 

基 盤 整 備 事 業 

市町村（政令市、中核市を除く）、一部事

務組合、広域連合 
設定なし 50 万円 １千円 

地域産業基 

盤整備事業 

小規模土地 

改良事業 

市町村､土地改良区､農協､振興局長が認

める団体 
400 万円 50 万円 

1 千円 

小規模林道

整備事業 
市町村､森林組合 

100 万円 

～設定なし 

10 万円 

～500 万円 

小 規 模

治山事業 
市町村 設定なし 500 万円 

船 揚 場

整備事業 
市町村 1 千万円 100 万円 

エ ゾ シ カ

緊  急  対  策  事  業 

市町村､エゾシカ捕獲等を目的とした協

議会等(市町村が構成員として含まれて

いる協議会等に限る) 

交付対象 

経 費 の 

２割以内 

１万円 １万円 

集落維持・ 

活 性 化 

促 進 事 業 

ハード系

事 業 

市町村 １億円 

50 万円 10 万円 

一部事務組合、広域連合 ２億円 

ソフト系

事 業 

市町村 500 万円 

一部事務組合、広域連合、複数市町村で

構成する協議会等 
１千万円 

デ ジ タ ル チ ャ レ ン ジ 

推 進 事 業 

市町村と IoT のノウハウを持つ民間事

業者等によるコンソーシアム 
1 千万円 100 万円 1 千円 

水資源保 全推進 事業 市町村 300 万円 50 万円 １万円 

1/2 以内 
(森林) 
1/3 以内 
(その他) 
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広 域 連 携 強 化 事 業 

広域連携に係る地域連携協定を締結、地 

域連携ビジョンを定めている市町村、連 

携市町村で構成する協議会（国の財政支 

援の対象となる地域を除く） 

１千万円 ― 10 万円 
10/10 

以内 

特

定

課

題

対

策

事

業 

ハ ー ド 系 事 業
市町村 １億円 

１千万円 

10 万円 
1/2 

以内 

一部事務組合､広域連合 ２億円 

ソ フ ト 系 事 業
市町村､一部事務組合､広域連合､知事が

認める団体 
２千万円 500 万円 

胆振東部地震被災森林 

再 生 加 速 化 事 業 
市町村 

事業費の

5.5/100 
― 円 

1/2 

以内 

３ 船揚場整備事業の概要 

（１） 目的

国庫補助事業等の採択基準に満たないため、漁港が整備されない沿岸小集落の生産基盤の整備を

行い、漁労作業の省力化等による漁業生産の向上を図ることで、漁家経営の安定と地域の恒久的な発

展を推進することを目的として実施する事業 

（２） 事業内容

漁船保全施設・・斜路、巻き上げ機、スベリ等 

附 帯 施 設・・波除堤、機械庫等 

そ の 他・・振興局長が特に必要と認める施設 

４ 本庁担当課・係  総合政策部地域振興局地域政策課地域政策係 

  水産林務部水産局漁港漁場課計画係 

※詳細はウェブサイトを参照  https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ckk/subsidy/top2.html 
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（R8.4.1現在）

課題名
運営費交付金以外の
主な財源（負担者）

旧課題名または
事業名

運営費交
付金充当

制度・事業名

521

11,735

6,619

3,371

1,574

1,658

967

さけます内水試

さけます内水試H11～

◎さけます内水試
網走水試

R8～R12

(3,371）

稚内水試

(1,574）

さけます内水試

(1,658）

(6,619）

H27～

(967）

地方独立行政法人北海道立総合研究機構　水産研究本部　試験研究課題一覧

１ 水産資源を持続的に利用するための資源評価・予測と管理技術開発

研究
制度
名

実施概要 実施年度
道総研実施機関

（◎は中心となる機
関）

事業費
（千円）

経常
研究

漁業生物の資源・生態
調査研究

北海道の重要漁業生物について、漁業・資
源のモニタリング、および生物特性や来
遊・分布様式・漁業形成要因などの解明を
行い、漁況予測や資源評価の精度向上を図
るとともに、資源の維持・増大と計画的な
漁業経営に寄与する。

H1～

◎中央水試
函館水試
釧路水試
網走水試
稚内水試
栽培水試 (11,735）

経常
研究

保護水面管理事業調査

保護水面河川におけるサクラマスおよび希
少種等の魚類の生息状況をモニタリングす
るとともに、保護水面管理事業の効果を確
認する。

S38～ さけます内水試

(521）

内水面漁業養殖業の統
計と漁業生物の資源生
態・環境調査研究

道産サケの資源変動要
因の探索

北海道のサケ資源の将来予測とその基礎と
なる資源変動機構の解明に向け、成長や生
残に関わる海洋環境要因や回帰年齢の変動
要因を探索する。また、生活史を通じて最
も大幅な減耗が起きるとされる海洋生活初
期の生残機構に関わる情報を収集する。

R8～R12

北海道内の内水面漁業と養殖業の漁獲・生
産資料を収集し、統計資料として蓄積を図
り、漁業の実態を把握する。また、河川湖
沼の漁業資源の維持のために、資源動向の
把握と漁業対象種の生物学資料の収集およ
び生息環境のモニタリング調査を実施し、
内水面漁業の振興を図る。

経常
研究

さけ・ます増殖事業安
定化対策モニタリング
調査

北海道の基幹産業であるさけます漁業の維
持安定を図り、さけます資源の安定的来遊
と適切な期別来遊を実現するため、さけま
す増殖事業の統括管理に係わる調査研究、
技術支援を行う。

経常
研究

ウニ稚仔加入量のモニ
リング手法の改善案検
討

従来の潜水調査による稚ウニ採集に加えて
浮遊幼生の定量的評価を導入することで、
エゾバフンウニおよびキタムラサキウニの
加入過程の全体像を解明するためのモニタ
リング手法構築に資する基礎データの収集
を行う。

経常
研究

経常
研究

サクラマス個体群の回
復安定化プロセスおよ
び来遊・遡上生態の解
明

ダムのスリット化や魚道の設置等の環境修
復事業によるサクラマス資源の回復と安定
化の生態的プロセスを明らかにするととも
に、サクラマス親魚の安定確保に向けてド
ローンを用いた沿岸来遊と河川遡上生態の
解明、親魚捕獲数予測技術を開発する。

R5～R9

経常
研究
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1,069

1,068

1,800

900

1,730

1,000

500

3,500

共同研究負担金
（（一社）北見管内
さけ・ます増殖事業
協会）

経常
研究

道北系群ホッケの年級
群強度決定機構の解明

重要な漁業資源であり新規加入の動向を早
期に予測することが求められるホッケ道北
系群について、産卵期・仔稚魚期・若魚期
に関する生態的情報（分布・食性・孵化日
組成・成長履歴）や、これらと環境要因
（水温・餌料環境）との関係について未詳
部分を調査する。過去のデータと合わせ
て、ホッケ道北系群の年級群強度決定機構
を解明する。

R8～R10

◎中央水試
函館水試
釧路水試
稚内水試

(1,730）

赤潮被害を受けた日高
海域のミズダコの資源
回復対策の提案

赤潮被害を受けた日高海域のミズダコにお
いて、トラップを用いた底生生活初期のミ
ズダコの出現状況の探索や飼育試験により
稚ダコが漁獲加入するまでの期間の推定、
天然海域での稚ダコの被食状況を把握し、
加入状況をふまえた推進すべき効果的な資
源回復対策の提案を漁業者および関係者に
行う。

R6～R8
経常
研究

職員
研究
奨励
事業

耳石薄片法を用いた北
海道日本海産マダラの
年齢査定

(0）

(1,069）

(1,000）

(500）

経常
研究

　日本海産マダラは重要な漁獲対象であ
り、資源を持続的に利用するには、高精度
な資源評価及びそれに基づいた管理が第一
の課題となる。マダラの年齢査定方法を再
確認し、技術保有者と後継者間での査定結
果の比較により、その精度を検証すること
で、本資源の年齢査定に係る技術継承を図
る。

北海道北部海域に出現
するマダラ仔稚魚の定
量調査手法の確立と海
洋環境変動への応答の
解明

R8 稚内水試

H22～
さけます内水試

稚内水試

さけます内水試

(1,800）

さけます内水試

R6～R8

R8

オホーツク沿岸の海洋
環境とサケ・マス資源
の持続的管理に関する
研究

R6～R9

北海道北部海域においてマダラ稚仔魚の定
量調査手法を確立し、環境要因が稚仔魚の
分布・豊度に与える影響を明らかにする。
加入豊度を早期に把握する手法を検討する
ことで高精度な資源評価と順応的な資源利
用方策の提案を目指す。

一般
共同
研究

職員
研究
奨励
事業

温暖化に伴うサケ捕獲
河川水温と飼育用水源
水温の将来予測

胆振地方にあるサケの捕獲河川を対象に、
将来の温暖化シナリオ下でのサケの親魚へ
のリスクをしらべるため、河川水温および
稚魚の飼育施設へ導水する水源の水温を予
測する。

オホーツク海東部と中部においてサケ・マ
ス稚魚放流後の沿岸環境をモニタリング
し，サケ・マス資源の変動に及ぼす沿岸環
境の影響を調べる。さらに野生魚も含む回
帰資源を評価することにより、持続的なサ
ケ・マスの資源利用に向けた効果的な管理
方策の検討資料を得る。

経常
研究

サケの家魚化を緩和す
るための野生魚の利用
に関する研究

サケふ化放流魚と野生魚の稚魚の間にどの
ような生態学的特徴の違いがあるのかを明
らかにするとともに、ふ化放流魚と野生魚
の交配試験を行い、生まれてきた稚魚にど
のような特徴があるのかを調べ、ふ化増殖
河川において野生魚を増やしていく意義の
追求や適応度の低下を緩和させるふ化増殖
事業の展開のための知見を得る。

R7～R9 中央水試

(900）

経常
研究

漁獲が急増している道
産マフグの漁獲量変動
特性の解明

近年漁獲量が急増している北海道日本間沿
岸及びオホーツク海沿岸のマフグについ
て、漁獲物の年齢組成、季節的な移動回
遊、海域別の産卵期や産卵場などの資源生
物学的知見を得ることにより、北海道周辺
のマフグの漁獲量変動の要因を明らかにす
る。

栽培水試

(1,068）
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151,467 国委託金（水産庁）

水産資源調査・評価
推進委託事業

500
その他補助金（北水
協会）

440
その他委託金
（北海道定置漁業協
会）

1,600
その他委託金
（網走漁協）

1,400

その他委託金
（日本海北部ニシン
栽培漁業推進委員
会）

2,250

その他委託金
（（公社）北海道さ
け・ます増殖事業協
会）

500
その他委託金
（北海道資源管理協
議会）

北海道資源生態調査
総合事業業務委託

公募
型研
究

(0）

北海道太平洋側海域に
おけるヤナギダコの成
熟サイズと海域間差の
検討

受託
研究

受託
研究

公募
型研
究

水産資源調査・評価推
進委託事業

近年サケ資源が低位で推移している地区に
おいて、資源変動の解析に必要な生物情報
や海洋環境に関するモニタリング調査を実
施することにより，秋サケ資源変動に関与
する環境要因を抽出するとともに、餌料へ
の油脂添加効果の検証を行うことで資源回
復に向けた対策を提案する。

ヤナギダコの資源状態を正確に把握し、具
体的な資源管理方策の提案を行うために必
要な繁殖生態を明らかにするために、本種
の成熟段階の区分や成熟、交接時期につい
て検討する。また、成熟サイズの海域間差
について検討を行い、成熟・産卵における
海洋環境の影響を評価する。

(0）

R1～

◎中央水試
函館水試
釧路水試
網走水試
稚内水試
栽培水試

さけます内水試

(0）

R6～R8 栽培水試

(0）

道内各地区における秋サケ来遊数の変動要
因に係る情報を収集・分析し、漁業者や関
係者に対して当該年度の資源状況の情報を
提供する。来遊状況が思わしくないと予想
される地区での種卵確保や安定的な秋サケ
の資源造成に向けた情報を提供する。

◎中央水試
稚内水試

さけます内水試

さけます内水試

(0）

H19～

H20～

H21～

水産資源調査を抜本的に拡充し、情報収集
体制を強化することにより、改正漁業法下
の資源管理体制に適応した資源評価・管理
の実施や資源評価対象資源の拡大を図る。

網走地区サケ漁獲量安
定化のためのモニタリ
ング調査

石狩湾系ニシンの漁況
予測調査

 北海道日本海沿岸において重要な漁業資源
である石狩湾系ニシンについて，漁業情報
に基づく資源評価と，その他の野外調査を
組み合わせた資源予測を実施するととも
に，その精度向上に向けた技術的改良を図
る。

秋サケ資源低迷の原因
解明モニタリング調査

受託
研究

北海道における秋サケ
の地区別来遊状況調査

受託
研究

さけます内水試

(0）

放流後，網走沿岸に滞泳するサケ稚魚を採
集して、稚魚の分布や成長の年変動データ
を蓄積し、同海域のサケの資源変動要因に
関わる知見を得る。

H22～

北海道水産資源管理会議に参加し、北海道
周辺海域における24魚種42海域の資源評
価と資源管理について議論する。

北海道資源生態調査総
合事業業務委託

受託
研究

R5～

◎中央水試
函館水試
釧路水試
網走水試
稚内水試
栽培水試

(0）
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課題名
運営費交付金以外の
主な財源（負担者）

旧課題名または
事業名

運営費交
付金充当

制度・事業名

8,200

9,270

9,000

1,067

1,357

1,461

1,952

1,935

経常
研究

サクラマスにおける高
水温耐性個体の選抜条
件と選抜効果の評価

種苗生産時において高水温耐性を有するサ
クラマスを選抜することを目的に、年齢と
高水温耐性の関係性を把握する。また、令
和6年度の栽培水試での海水高水温耐性試
験生残魚（以下、高水温耐性選抜群）の複
数家系から作出した次世代における高水温
耐性を評価し、高水温耐性を有する集団を
作出する。

R8～R11
◎さけます内水試

栽培水試

(1,952）

経常
研究

道東固有種コンブ類の
増養殖に向けた生理生
態解明

道東固有のコンブ類の種としての維持や生
産の安定化を実現させるための手法開発に
向けて、遊走子や配偶体、幼胞子体といっ
た微小世代における生態に関する基礎的な
知見を収集する。

R8～R10 中央水試

(1,461）

経常
研究

キタムラサキウニ稚仔加入に対する夏季の
高水温の影響を把握するため、飼育試験を
行うことにより、親の経験水温が配偶子形
成や子世代に与える影響および受精から稚
ウニにいたる一連の発生段階に与える高水
温の影響やその温度帯を把握する。

重点
研究

２ 水産物を安定供給するための増養殖技術の開発

研究
制度
名

実施概要 実施年度

◎中央水試
函館水試
網走水試
稚内水試
栽培水試

アサリ漁獲機械の小型
化および社会実装に向
けた研究

可搬式で掘り起こしと回収が可能なアサリ
漁獲機械を開発することによって、道東ア
サリ漁業および漁場管理の省力化を図ると
ともに、利用可能漁場面積を拡大し、生産
量の維持・増大および資源管理に役立て
る。

(9,270）

重点
研究

日長制御によるサクラ
マスの成熟時期調整技
術の開発および生産種
苗の有用性評価

釧路水試

◎釧路水試
稚内水試
栽培水試

(8,200）

◎栽培水試
さけます内水試

H27～ さけます内水試

R7～R9

R8～R11

海洋環境変動に伴うホ
タテガイ採苗数変動の
理解と採苗技術改良に
関する研究

将来の海洋環境変動に柔軟に対応できるホ
タテガイ採苗技術を提案するために不可欠
な、各地区の採苗情報集約・利用体制整備
とそれを用いた主海域（後志以北～石狩湾
海域）での採苗の成否に影響する環境要因
解析、ホタテガイの成熟・産卵に及ぼす水
温・餌料等の海洋環境因子の影響評価、お
よび採苗器の特性評価を行う。得られた情
報は順次現場実装し、採苗技術向上につな
げる。

R8～R10

キタムラサキウニ稚仔
加入に対する高水温の
影響把握

北海道の持続的なさけます増殖事業の推進
のために、サケやサクラマス遡上親魚につ
いて、多大な被害をもたらす可能性が高い
疾病や北海道における未侵入疾病の病原体
保有状況を把握するとともに、病魚の検査
を適時行い、その結果を踏まえて親魚から
稚魚への感染を防ぐためのより有効な防疫
対策の構築に向けた技術開発を行う。

日長サイクルを調整することによって、サ
クラマスの成熟時期を調整する技術を開発
する。また早期交配されたサクラマスにお
ける養殖用種苗としての有用性を評価す
る。

経常
研究

R8～R10 中央水試

道総研実施機関
（◎は中心となる機

関）

経常
研究

持続的な増殖事業を推
進するためのサケ科魚
類遡上親魚の病原体
サーベイランス

(1,067）

戦略
研究

持続可能なコンブ漁業
の実現に向けた研究

漁場管理手法の提示や、作業工程の調査と
改善策の提示および低労力で出荷を可能と
する簡便な製品化技術の開発を行い、現行
の作業工程の生産性を向上させながら、持
続可能な生産体制に転換するシナリオを提
示する。

事業費
（千円）

(1,357）

(1,935）

(9,000）

R7～R11
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2,032

3,062

1,990

1,307

1,742

1,596

1,800

992

1,000

経常
研究

コンブ類の生活史初期
の形質と遺伝的特性に
関する基礎研究

育種によるコンブ類の有用品種作出のた
め、コンブ類の生活史の初期段階における
成長に関連する形質や生理的特性の遺伝的
変異性を把握する。また、コンブ類の育種
研究を効率的に実施可能とする室内培養方
法を確立する。

DNAのメチル化による
サケ種苗性への影響解
明

ふ化場由来の魚（ふ化場魚）は自然産卵由
来の魚（野生魚）に比べ生残率が低いこと
が示されており、それには後天的な遺伝子
発現制御機構（DNAのメチル化）が関わっ
ていると指摘されている。このことから、
ふ化場魚と野生魚におけるDNAメチル化状
態の違いを検証するとともに、その違いが
種苗性に与える影響を明らかにする。

R7～R9
経常
研究

経常
研究

経常
研究

栽培水試
シシャモ増養殖のため
の成魚の飼育技術及び
受精卵の管理技術開発

シシャモ成魚の飼育可能水温帯及び飼育可
能密度を解明するとともに、孵化仔稚魚の
生残等に影響なく孵化時期を調整できる受
精卵の管理水温帯を明らかにする。また、
再生産の効率化のために、天然魚の主体と
なる成熟年齢より1年早い0歳成熟魚の親と
しての有用性を検討する。これらを通じて
シシャモの仔稚魚から成魚まで安定的・効
率的に生産できる技術を開発する。

R8～R11

経常
研究

サーモン特性評価基盤
研究

R7～R9 中央水試

経常
研究

さけます内水試

R5～R10 さけます内水試

◎函館水試
中央水試
栽培水試

R7～R9

(1,307）

(2,032）

(1,990）

養殖用優良品種の開発改良に向けて、サク
ラマス養殖系統の特性を評価するととも
に、海面養殖用種苗として適した品種開発
とその技術開発を実施するための基盤情報
を整備する。

経常
研究

(1,596）

R6～R8

◎稚内水試
釧路水試

さけます内水試

(1,800）

釧路川におけるサケの
移殖放流手法の検討と
効果の評価

釧路川本支流に分けて標識放流された在来
群と移殖群のサケ稚魚について、回帰に関
わる河川内や漁港での移動や摂餌状況、降
海時期の沿岸環境を明らかにする。回帰時
には、由来別の標識魚の回帰状況と本支流
間の混入状況を明らかにする。

資源管理・増大方策の
検討に向けた道産エゾ
アワビの基盤的研究

道産エゾアワビの漁獲海域を広域にわたり
調査し、海域別の成長特性や分布範囲等の
生態的特性を把握する。また、本種の遺伝
的な地域集団の有無やそれらの関係性から
遺伝的集団構造を把握し、各海域に適した
資源管理・増大方策の検討に必要で基盤と
なる情報を集積する。

R8～R10

経常
研究

マツカワで発生した疾
病の予防・治療法に関
する研究

感染症によるマツカワ種苗の死亡被害を防
ぐため、感染症の予防方法を確立する。ま
た、対策立案に必要な基礎資料を得ること
で、疾病対策についてのマニュアル製作に
向けた基礎的知見の集積を目指す。

(992）

職員
研究
奨励
事業

貝殻炭素安定同位体比
を代謝指標としたホタ
テガイ稚貝の養殖条件
下における高水温影響
評価

ホタテガイ養殖は噴火湾内の基幹漁業であ
る。近年、湾内の水温上昇が顕著となり、
稚貝の生残率の低下と成長停滞が課題であ
る。一般的に、貝の代謝量は高水温になる
と増え、さらに水温が上昇すると反対に減
少に転じ、エネルギー枯渇や生理障害に
よって死亡を至ると考えられる。そのた
め、養殖中の稚貝の水温の変化に伴う代謝
量の変動を調べて、高水温の影響を代謝の
面から明らかにする。

R8 函館水試

(1,000）

(3,062）

(1,742）

気候変動適応策として
のリシリコンブ促成養
殖の有効性検証

大型種苗や有用株を利用することで、既存
の促成養殖手法よりも高収量かつ高品質な
個体を生産する技術を確立する。また、ブ
ルーカーボン事業を利用し、終映期の補填
と製品の高付加価値化をも含め、リシリコ
ンブの促成養殖事業の収益性を評価する。

R7～R9

さけます内水試
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1,000

1,000

1,000

1,000

1,000

3,170
道委託金
（国交付金）

8,000 国委託金（水産庁）

1,101

国委託金
（特定非営利活動法
人水産業・漁村活性
化推進機構）

ザラボヤ被害防止
ネットワーク構築委
託事業

職員
研究
奨励
事業

エネルギー量を指標と
したサケ幼稚魚の栄養
状態の絶対的評価手法
確立

北海道のサケ資源量は減少傾向で地域格差
も生じており、各地域の減耗要因解明に向
けた調査研究が求められている。そこで、
全道で長期に渡ってデータを取得するため
の調査手法としてエネルギー量測定に着目
し、飼育実験によりサケ幼稚魚のエネル
ギー蓄積量、摂餌量、体サイズの関係を調
べ、野外での栄養状態を評価するための指
標作りに取り組む。また、野外で採捕した
サケ幼稚魚の体サイズとエネルギー量を飼
育実験結果と比較し、エネルギー量を指標
としたサケ幼稚魚の栄養状態の絶対的評価
手法の確立を目指す。

R8 さけます内水試

(1,000）

職員
研究
奨励
事業

サケの環境適応を支え
る遺伝的基盤の解明

近年サケ来遊数の大幅な減少により種苗生
産に必要な親魚数（＝種卵数）が不足して
おり、不足分を補うために他河川に遡上し
た親魚に由来する個体が移殖放流されてい
る（移殖群）。異なる海区においてサケが
どのように各海区の環境に適応しているの
か遺伝的手法を用いて明らかにする。

R8 さけます内水試

(0）

道受
託研
究

H25～

公募
型研
究

ザラボヤ被害防止ネッ
トワーク構築委託事業

噴火湾海域において、ヨーロッパザラボヤ
の漁業被害軽減対策を漁業関係者等が連携
して効果的・効率的に実施するため、付着
状況のモニタリングおよび情報配信を行
う。併せて、漁業被害軽減対策によるホタ
テガイの生産低減防止効果の評価も行う。

R2～

職員
研究
奨励
事業

マガキ卵巣肥大症の早
期診断技術開発の試み

近年卵巣肥大症と呼ばれる病気が問題と
なっている。この病気の有効な対策を講じ
るためには原因となる寄生虫の感染状況を
把握することが不可欠だが、感染初期は寄
生虫が微量で検出できない。そこで、昇温
飼育によって微量な寄生虫を検出できるよ
うにする方法を検討・確立することで、本
疾病の早期診断を可能にする。

R8

職員
研究
奨励
事業

高水温耐性サクラマス
の育種開発に向けた遺
伝子領域の探索

北海道内で実施されているサーモン養殖
は、高水温時期を避けた約半年間で実施さ
れているが、上記の高水温化により種苗投
入時期の遅れや水揚げ時期の早期化などに
より、養殖期間がさらに短くなることによ
る漁業経営への影響が懸念されている。
高水温耐性個体の選抜技術開発を見据え、
高水温海水でも生残できる個体、または高
水温海水で成長の良い個体を高水温耐性を
持つ個体と定義し、これらの中から特徴的
な遺伝子領域を探索する。

R8

魚類の伝染性疾病の発生予防・まん延防止
を目的として、養殖場の調査、監視や、疾
病の発生予防、まん延防止に係る調査・検
査を行う。

公募
型研
究

さけ・ます等栽培対象
資源対策事業

我が国におけるさけ・ます類、とりわけサ
ケは、放流稚魚の回帰率低下により、近年
資源は減少傾向にある。その要因として、
気候変動の影響により河川や沿岸域におけ
る稚魚の生残率低下が示唆されている。本
研究課題では、サケの減耗要因を解明する
とともに、気候変動の影響を受けにくい稚
魚を事業規模で育成・放流するための技術
開発を目指す。

H30～

函館水試

R6年に全道採苗不振が発生し、生産用種苗
が全道的に不足し原因究明が求められてい
る。一方で日齢や成長履歴などを含むホタ
テガイ幼生の初期生活史特性はいまだ解明
されておらず、研究のボトルネックとなっ
ている。本研究では人工採苗された浮遊幼
生を用いて輪紋形成の日周性を検証し、成
長履歴としての利用可能性を検討する。

R8

魚類防疫対策調査検査
業務

(1,000）

職員
研究
奨励
事業

ホタテガイ浮遊幼生期
における貝殻輪紋形成
の日周性検証

さけます内水試

さけます内水試

さけます内水試

さけます内水試

(1,000）

網走水試

(1,000）

(1,000）

(0）

(0）
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2,463
国委託金
（内閣府地方創生推
進事務局）

地方大学・地域産業
創成交付金事業

2,700 国委託金（水産庁）

養殖業成長産業化技
術開発事業

5,500
道補助金（北海道環
境生活部）

循環資源利用促進重
点課題研究開発事業

2,300
その他委託金
（北海道ほたて漁業
振興協会）

生産基盤整備対策事
業

5,800

その他委託金
（北海道ほたて漁業
振興協会）

生産基盤整備対策事
業

2,400
その他委託金
（北海道ほたて漁業
振興協会）

生産基盤整備対策事
業

2,900
その他委託金
（北海道ほたて漁業
振興協会）

生産基盤整備対策事
業

公募
型研
究

コンブ養殖技術研究
成熟誘導技術を効率化し普及定着させ、促
成養殖コンブ漁業における高収量化を図る

受託
研究

浮遊幼生発生量調査への技術支援ととも
に、へい死発生に関わると考えられる夏季
の特異的海洋現象のモニタリング調査に取
り組む。また、噴火湾内において高頻度で
麻痺性貝毒プランクトン出現調査を行い、
麻痺性貝毒プランクトンの出現量によって
出荷規制を超えるホタテガイ毒性値の上昇
を事前に予測できるか検討するための基盤
情報を収集する。

R6～R8
◎函館水試
栽培水試

(0）

受託
研究

日本海養殖ホタテガイ
生産安定化試験

噴火湾養殖ホタテガイ
生産安定化試験

冬季ホタテガイ稚貝育
成環境モニタリング調
査

ホタテガイ成長モニタ
リング調査

ホタテガイの生産において貝柱の成長は特
に重要で、貝柱の成長不良は生産に大きな
影響を与える。これまでのホタテガイ成長
モニタリング調査により、オホーツク海に
おけるピーク時の貝柱歩留り(貝柱重量/全
重量)は漁獲年における春季の餌料環境に影
響を受けていることが明らかになってい
る。長年実施しているホタテガイと海洋環
境のモニタリングに加え、より詳細な春季
の餌料環境の把握を行い、「オホーツク海
外海放流ホタテガイ貝柱歩留不良予報」の
精度向上に向けたデータ蓄積を行う。

R8～R10

日本海南部及び北部海域において半生貝及
び稚貝の養殖試験と漁場環境観測を行い、
生産不調の発生状況を調査するとともに、
養殖・環境データの相互解析と室内水槽を
用いた検証実験等を実施してへい死発生要
因を解明する。併せて、日本海でのヨー
ロッパザラボヤ及びカニ類の漁業被害と生
態特性を明らかにする。

在実施している冬期間の環境モニタリング
を継続することで、近年の海洋熱波の発
生、海明けの早期化など海況の変化に対応
するための、冬季のホタテガイ育成環境
データを蓄積して気候変動対応への基礎資
料とする。

公募
型研
究

養殖業成長産業化技術
開発事業

R6～R8

受託
研究

R6～R8

函館水試

(0）

網走水試

北海道におけるサクラマス養殖系統や天然
集団を交配して作出した基礎集団から成長
の優良な個体を選抜し、海水での高成長を
示す次世代を作出する。また、作出した集
団の成長様式を調査し、選抜効果を明らか
にする。

網走水試

(0）

(0）

受託
研究

R4～R8

公募
型研
究

(0）

◎中央水試
稚内水試

◎さけます内水試
栽培水試

R5～R9

(0）

(0）

実用化を見据えた農水
産業副産物を活用した
サーモン用低魚粉飼料
の開発

農水産業の副産物（デンプン廃液由来タン
パク、ホタテウロエキス）を飼料原料とし

て活⽤し、養殖サーモン⽤の低魚粉、低コ

スト飼料を開発することを主⽬的とする。

その開発にあたっては、養殖魚の飼育成績
だけではなく、肉質も加味したものとし、

開発品のユーザー拡⼤を図る。また、飼料

会社や化学会社とも協力し、EP飼料製造を
行い、実用化促進を図る。

R7～R10
中央水試

◎さけます内水試
エネ環地研

92



課題名
運営費交付金以外の
主な財源（負担者）

旧課題名または
事業名

運営費交
付金充当

制度・事業名

12,777

609

1,383

3,848

1,151

日本海南部ニシン栽培
漁業調査研究

ニシン稚魚の放流効果向上のため、檜山海
域の水温変動や餌料生物の出現変動などの
環境要因と、稚魚の活力が高い水温・サイ
ズの組み合わせから最適な放流時期（サイ
ズ）を検討する。

H22～

種苗の生産、放流、放流効果調査等、栽培
漁業技術に関する試験研究を進めることに
より、各地域が必要としている技術の開発
を促進し、本道における栽培漁業の積極的
な推進を図る。

アカガイをはじめとするサルボウガイ、ク
イチガイサルボウなどアカガイ属につい
て、本道における増養殖の可能性を検討す
るため、種苗生産技術開発試験に必要な親
貝の探索を行う。得られた親貝を用いて産
卵誘発など種苗生産に関する試験を行う。

R4～R8

研究
制度
名

実施概要

道産マナマコの管理型
養殖技術に関する基礎
研究

経常
研究

実施年度

経常
研究

R6～R8 釧路水試
経常
研究

道産エゾイシカゲガイ
親貝の飼育条件検討及
び採苗試験

中央水試R4～R8

経常
研究

道産エゾイシカゲガイを用いて安定した採
卵を行うため、親貝の室内飼育における維
持管理方法や、成熟状態の確認方法を明ら
かにする。また人工種苗生産によらない種
苗確保の方法として天然採苗の技術につい
て検討することを目的とする。

経常
研究

栽培水試

◎栽培水試
中央水試
函館水試
釧路水試
稚内水試

さけます内水試

R5～R8

(3,848）

栽培漁業基盤調査研究
（アカガイ属二枚貝の
増養殖に向けた基盤研
究）

飼育下におけるマナマコの摂餌生態や成長
特性を解明するとともに、摂餌、餌料への
混合資材、飼育密度、飼育水温および給餌
方法と成長との関係を明らかにする。さら
に、本種の摂餌特性を考慮した他の水産生
物との混合飼育管理や、かご養殖における
飼育成績データを取得し、マナマコの養殖
管理に関する基盤技術を構築する。

３ 地域水産業の振興のための技術開発

事業費
（千円）

(1,383）

(12,777）

栽培漁業技術開発調査

◎栽培水試
中央水試
稚内水試

道総研実施機関
（◎は中心となる機

関）

(1,151）

(609）
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課題名
運営費交付金以外の
主な財源（負担者）

旧課題名または
事業名

運営費交
付金充当

制度・事業名

5,910

1,435

課題名
運営費交付金以外の
主な財源（負担者）

旧課題名または
事業名

運営費交
付金充当

制度・事業名

2,700
その他委託金
（北海道ほたて漁業
振興協会）

1,500

その他委託金
（国立研究開発法人
農業・食品産業技術
総合研究機構　生物
系特定産業技術研究
支援センター）

オープンイノベー
ション研究・実用化
推進事業

道総研実施機関
（◎は中心となる機

関）

5 水産物と加工食品の鮮度・品質保持技術の開発

道総研実施機関
（◎は中心となる機

関）

ホタテガイの冷蔵輸送
による鮮度保持技術開
発と冷凍貝柱のK値によ
る品質評価の検討

冷蔵輸送において5日間鮮度保持が可能な
技術を開発するとともに、冷凍貝柱（玉
冷）の冷解凍および冷凍保存によるK値へ
の影響を明らかにし、品質評価指標として
のK値の適用性を検証する。

受託
研究

乾貝柱の品質および製
造に関する研究

研究
制度
名

実施年度

R6～R10 中央水試

(0）

研究
制度
名

実施年度

R7～R9

釧路水試
網走水試
稚内水試

◎栽培水試
(5,910）

実施概要

実施概要

重点
研究

道産巻貝類の種分類に
関するアーカイブの構
築

北海道産の食用巻貝類の付加価値の向上お
よび資源管理の推進のために、最新の分類
体系に合わせて、3次元計測器により3次元
形状を把握し、3次元形状データ、既存の
知見を組み合わせた北海道産食用巻貝類の
デジタルアーカイブを構築する。

経常
研究

海底画像を利用したホ
タテガイ放流量の最適
化に関する研究

事業費
（千円）

ホタテガイ資源量推定調査に利用されてき
た海底画像情報から、新たに底生生物や環
境情報を抽出するとともに、放流～漁獲に
おける漁場の特性の時系列変化を解明す
る。また、海底画像情報と実際の放流・漁
獲データや周辺環境情報を統合して解析す
ることで、漁場の健全性や生産性を考慮し
た放流量の最適化手法を確立する。

R5～R8
◎中央水試
網走水試

4  デジタル技術を活用した水産業の生産性向上技術の開発

公募
型研
究

道産乾貝柱の品質安定化のため、乾貝柱製
造工程における品質低下要因の検討を行
う。また、乾貝柱製品の品質に関する調査
を実施し、製品の高品質維持のための情報
普及を図る。

R6～R8 網走水試

(1,435）

事業費
（千円）

(0）
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課題名
運営費交付金以外の
主な財源（負担者）

旧課題名または
事業名

運営費交
付金充当

制度・事業名

7,662

1,000

953

1,000

973

1,000

180
その他補助金
（独立行政法人 日
本学術振興会）

科学技術研究費助成
事業（若手研究）

重点
研究

原料鮮度管理の導入に
よる次世代型冷凍すり
身製造のための指針策
定

　冷凍すり身における主要な原料であるス
ケトウダラの原料鮮度管理の実態および原
料鮮度が冷凍すり身品質に及ぼす影響を明
らかにし、冷凍すり身の品質向上のための
新たな製造指針を策定する。

R8～R10
◎釧路水試
中央水試
網走水試

(7,662）

成型ブレンド魚節の加
工技術開発

節形成において重要なガラス転移における
水分や脂質の関係、魚種による違い、さら
に原料処理方法が与える影響について明ら
かにし、複数魚種からなる成型ブレンド魚
節の加工技術を開発する。

道産マフグを活用した
即席麺加工技術の開発

経常
研究

R8～R10 網走水試

(1,000）

釧路水試

道産ツブ類の付加価値向上を目指して、道
東で漁獲される主要種を対象に原料特性を
明らかにし、また、ツブ加工品製造後にお
ける硬化現象を解消するため、各種処理に
よる物性改善技術を開発する。

R8～R10
経常
研究

道産ツブ類の原料特性
把握とツブ加工品の物
性改善技術の開発

(1,000）

実施概要

網走水試

　近年、海洋環境の変化を一因として北海
道でマフグの漁獲量が増加している。道産
マフグの認知度向上および消費拡大を目的
として、加工食品としての活用方法を検討
する。マフグの特性を活かし、幅広い年齢
層における消費を期待して即席麺への加工
を検討し、麺へ魚肉を混合して加工する技
術およびマフグを原料としただしの抽出技
術について検討する。

R8 網走水試

(1,000）

職員
研究
奨励
事業

職員
研究
奨励
事業

公募
型研
究

食感と呈味性の相互関
係によって生み出され
る刺身のおいしさの科
学的評価

「刺身の物性(歯ごたえ・かたさ)が、咀嚼
過程において、呈味性の強さだけでなく口
腔内で味を認識する時間を持続させる」と
いう仮説を立て、咀嚼中の刺身の物性変化
が呈味性の強度や持続性にどのような変化
をもたらすか検証・考察する。

R6～R8 中央水試

研究
制度
名

(973）

道総研実施機関
（◎は中心となる機

関）

経常
研究

マグネシウム添加海水
を活用したホタテガイ
の脱殻処理の省力化お
よび品質向上技術の開
発

釧路水試

道産ホタテガイの加工処理の省力化や高品
質化を図るため、マグネシウム海水を活用
した新たな技術を開発する。

R7～R9

実施年度

海の厄介者を麹に！-
低・未利用海藻を用い
た海藻麹の作製および
特性評価-

麹は世界的な人気の高まりによるニーズの
多様化により、既存の麹とは異なる特徴を
有する麹素材が求められている。一方で、
採藻漁業において駆除されている低・未利
用海藻の活用が必要とされている。そこ
で、低・未利用海藻を用いた「海藻麹」の
開発に着目、酵素処理条件と発酵条件の検
討による海藻麹の作製方法の確立、および
低・未利用海藻から作製した海藻麹の特性
評価を行う。

R8

(0）

6 水産物の品質・加工適性などの評価と高度加工利用技術の開発

事業費
（千円）

(953）
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課題名
運営費交付金以外の
主な財源（負担者）

旧課題名または
事業名

運営費交
付金充当

制度・事業名

1,100

1,100

課題名
運営費交付金以外の
主な財源（負担者）

旧課題名または
事業名

運営費交
付金充当

制度・事業名

3,021

2,565

2,848

1,000

職員
研究
奨励
事業

海草の「海の穀物」と
しての利用に向けた基
礎研究

水産業では、陸上穀物に相当する澱粉を多
量に含む食品素材は見出されていない。海
草種子は「海の穀物」としての利用が期待
できるが、穀物としての加工特性や用途を
大きく左右する種子や含まれる澱粉の理化
学的特性に関する知見は存在しない。その
ため、海の穀物として期待できる海草種子
や含まれる澱粉の理化学的特性を解明す
る。

R8 中央水試

(1,100）

職員
研究
奨励
事業

コンブ養殖における”
ブルーカーボンの長期
隔離能”を評価する試
み

高成長・高密度で生育する大型海藻はブ
ルーカーボンとして注目されている。しか
し、コンブが放出するR-DOCやTEPなど
の長期炭素隔離に寄与する有機炭素に関す
る知見が乏しいため、ホソメコンブを対象
にR-DOCおよびTEPの質的・量的特性を
評価し、炭素隔離量と隔離時間を定量化す
ることで、コンブのブルーカーボン機能を
より明確にする。

R8 中央水試

(1,000）

中央水試

道産カレイの落し身を
活用した魚肉食品素材
の開発

道産カレイの有効利用を図るため、ソウハ
チガレイ等を対象に落し身の魚臭低減と小
骨・魚皮等の夾雑物除去技術を確立し、カ
レイ落し身を活用した魚肉食品素材を開発
する。

R7～R9

◎中央水試
函館水試
網走水試

(3,021）

経常
研究

実施年度

北海道周辺200海里内海域における海洋環
境を定期的かつ長期的に調査・分析し、海
域や季節毎の海洋の構造と変動やその要因
および低次生産力を明らかにする。また、
その結果を漁況予測や資源管理対策に活か
すとともに、漁業者・道民に情報提供を行
う。

H1～

◎中央水試
函館水試
釧路水試
稚内水試

(2,565）

道総研実施機関
（◎は中心となる機

関）

◎中央水試
食加研

沿岸環境調査 H14～

8 水域環境評価と保全に向けた研究と技術開発

経常
研究

ホタテガイ等二枚貝類
に関するモニタリング

全道沿岸の有毒プランクトンの出現状況か
ら貝毒力の上昇期および下降期を海域別に
推察した結果を関係機関に情報提供し、貝
類の計画的出荷に役立てることを目的とす
る。

S54～

経常
研究

海洋環境調査研究

沿岸域における環境情報を全道で統一した
調査手法と測定項目でモニタリングし、秋
サケ、ホタテガイ、コンブ等重要沿岸資源
の安定化にむけた技術開発のための基礎資
料とする。併せて、関係機関でデータを共
有化し，観測データの有効活用を目指す。

経常
研究

(2,848）

研究
制度
名

実施概要

事業費
（千円）

実施年度
道総研実施機関

（◎は中心となる機
関）

事業費
（千円）

7 低・未利用水産資源の有効利用のための研究開発

研究
制度
名

実施概要

(1,100）
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1,000

1,258
その他委託金
（（社）漁業情報
サービスセンター）

有害生物出現情報収
集・解析及び情報提
供委託事業

5,803

国委託金
（特定非営利活動法
人水産業・漁村活性
化推進機構）

有害生物（トド）生
態把握調査及び被害
軽減技術開発等委託
事業

7,400 国委託金（水産庁）

有害生物調査及び情
報提供委託事業

19,296 国委託金（水産庁）

北海道赤潮対策緊急
支援事業

60
その他補助金
（独立行政法人 日
本学術振興会）

科学技術研究費助成
事業（基盤研究B）

職員
研究
奨励
事業

(1,000）

網走水試R8

海の恩恵を利用し、影響把握と問題解決の
ためには、海の流れの詳細な観測と可視化
が重要である。しかし現行の技術だけでは
より詳細な状況把握が難しく、海の流れを
時空間的な詳細把握には新たな観測技術の
導入が必要である。そのため、自動船舶識
別装置（AIS）情報を用いた北海道周辺海
域の海流観測手法を開発する。

船舶偏流による海流観
測手法を北海道周辺海
域で活用するための基
礎解析

◎中央水試
函館水試

H30～
◎中央水試
稚内水試

公募
型研
究

(0）

(0）

公募
型研
究

(0）

◎中央水試
函館水試
釧路水試
栽培水試

R8～R9

「赤潮の発生メカニズムの解明に向けた調
査研究」、「赤潮被害軽減技術の調査研
究」、「赤潮のモニタリング及び予察の技
術開発」、「開発された技術の移転」の4
つの中課題を設定し、得られた成果は太平
洋海域における有害赤潮による漁業被害の
未然防止、および被害の軽減に活用する。

漁場環境改善緊急対策
事業

公募
型研
究

有害生物(オットセイ)生
態把握調査

有害生物被害軽減実証
委託事業（トド出現実
態・生態把握調査）

トドの来遊状況（来遊個体の生物学的特
性、来遊個体数の把握など）や食性、漁業
被害に関する科学的データの収集と解析を
行い、トド採捕数の見直しや漁業被害軽減
手法開発のための資料を収集する。

H20～
◎稚内水試
中央水試

(0）

有害生物出現調査並び
に有害生物出現情報収
集・解析及び情報提供
委託事業（大型クラゲ
出現調査及び情報提供
事業）

一般社団法人漁業情報サービスセンター
（JAFIC）が実施する全国統一調査に協力
して、沿岸定点調査および調査船による沖
合目視調査を行い、大型クラゲの出現予測
等の対策に役立てる。

H18～

公募
型研
究

海洋生態系における寄
生性渦鞭毛藻類の動態
解析と有害藻類の発生
防除への新たな可能性

国内における寄生性渦鞭毛藻に関する基礎
的知見を解明・集約することを主要な目的
としつつ、有害・有毒プランクトンに対す
る「天敵生物」として実用化することの可
能性について検討する。

R5～R9
◎東北大学
函館水試

(0）

道西日本海を中心としたオットセイによる
漁業被害への軽減対策検討に必要な情報を
得るために、被害実態の把握と、オットセ
イの生態学的知見（生物特性、食性、回
遊、分布、および系群）の収集・解析を行
う。

公募
型研
究
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課題名
運営費交付金以外の
主な財源（負担者）

旧課題名または
事業名

運営費交
付金充当

制度・事業名

2,000

2,342

1,513

1,364

1,000

1,000

中央水試

岩宇海域のコンブ藻場における塩分と硝酸
態窒素の関係を表すモデルを構築すること
により、塩分の連続測定データを用いて、
コンブ藻場の形成に与える陸域起源の硝酸
態窒素の影響を定量的に評価する。

R8～R10
中央水試（原子力環
境センター駐在）

「余市ムール」生産安
定化試験

地域ブランドである「余市ムール」の養殖
生産の安定化と拡大を図るため、天然採苗
成績に影響する環境・生物的要因、付着後
の稚貝の匍匐移動の行動特性や選好する付
着場所の特徴を明らかにすることにより、
天然採苗の安定化と適正な養殖密度管理を
可能とする新たな養殖技術を構築する。

マナマコの行動特性を
利用した低利用港湾で
の粗放的養殖技術の検
討

低利用港湾をマナマコのナーサリー・畜
養・粗放的養殖場として活用するために、
港湾内に転石区を設置することで放流した
マナマコの行動を制御して港湾内に留まら
せる技術を開発する。種苗や若齢個体、親
ナマコを放流追跡して行動特性を調べ、最
適な割石の設置数や港湾内全体の収容力を
明らかにする。

◎中央水試

(2,342）

R5～R7
経常
研究

R7～R9

岩宇海域における流況などの環境特性を把
握し、海洋環境とコンブ繁茂の関係を明ら
かにすることにより、コンブ藻場の保護や
造成の取り組みに貢献する。

R8～R10

経常
研究

岩宇海域における海洋
環境とコンブ繁茂の関
連性の検討

(1,364）

函館水試

中央水試
（原子力環境セン

ター駐在）

コンブ群落形成に関わる環境諸要因の関係
について、実証試験を通して解明に迫ると
ともに、磯焼け対策及びBCに関する取組の
ため、対象海域の条件を考慮した磯焼け対
策適応マップの作成に向けた基礎資料を得
る。

経常
研究

９ 海面や内水面の多目的利用など、高度海域利用技術の開発

研究
制度
名

実施概要 実施年度
道総研実施機関

（◎は中心となる機
関）

事業費
（千円）

(0）

(0）

(1,513）

R7～R9

戦略
研究

海藻養殖技術開発によ
るブルーカーボンの推
進

磯焼けが進む道南日本海側で海藻類を安定
的に養殖できる技術を開発し、生産された
海藻類によるCO2貯留効果を提示する。

R7～R11 中央水試

(2,000）

磯焼け海域下でのホソ
メコンブ群落回復のた
めの実証研究

道受
託事
業

岩宇海域のコンブ藻場
に陸域から供給される
硝酸態窒素の定量評価
手法の開発

道受
託事
業
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北海道水産業・漁村振興条例 

制定：平成 14 年３月 29 日  条 例 第 ３ 号 

改正：平成 21 年３月 31 日 条例第 15 号 

最終改正：令和６年 10 月 18 日 条例第 80 号 

目次 

  前文 

  第１章 総則（第１条－第６条） 

第２章 水産業及び漁村の振興に関する基本的施策（第７条－第 22 条） 

第３章 北海道水産業・漁村振興審議会（第 23 条－第 30 条） 

附則 

 北海道は、四方を海に囲まれ、豊富な水産資源、緑豊かな森林、多くの流域などを有し、こ

の恵みの下に、沿岸地域では、漁業や水産加工業を中心として産業が発展し、漁村が形成され、

人々は海と深くかかわりながら暮らしを営み、個性ある北の文化をはぐくんできた。 

  北海道の水産業は安全かつ良質な水産物を道内のみならず広く全国に供給し、漁村は漁業生

産の場のみならず余暇活動の場となるなどして、私たちの健康で豊かな生活の実現に大きく貢

献するとともに、北海道の発展に重要な役割を果たしてきた。 

 しかしながら、近時の新たな国際海洋秩序の定着や水産物の輸入の増加など水産業を取り巻

く情勢が大きく変化する中で、漁場を外に向けて拡大してきた北海道の水産業は後退を余儀な

くされ、漁業生産や担い手が減少するなど、このままでは水産業や漁村の安定的発展が危ぶま

れている。 

 一方、今日、世界の水産物の需給動向を背景とした将来の我が国の水産物の安定確保の問題

や人々のライフスタイルの変化などにより、水産物の安定供給という水産業の機能や漁村の多

様な役割への期待が高まっている。 

 こうした状況の中で、北海道の水産業が我が国の水産物の供給において重要な役割を果たす

とともに、漁村が多様な役割を担っていくためには、本道周辺水域を活用した水産資源の管理

や増大を図り、創意と工夫に富む経営の実践や付加価値の高い製品づくりを進めるとともに、

住む人のみならず訪れる人にとっても快適で潤いのある地域づくりなどに努めなければなら

ない。 

 このような考え方に立って、多面的な機能や価値を有する北海道の豊かな海を守り育て、希

望と活力にあふれた水産業や漁村を構築し、次代に引き継いでいくため、道民の総意としてこ

の条例を制定する。 

第１章 総則 

(目的） 

第１条 この条例は、水産業及び漁村の振興に関し、基本理念を定め、並びに道の責務並びに  

水産業者及び水産業の関係団体（以下「水産業者等」という。）並びに道民等の役割を明ら 

かにするとともに、道の施策の基本となる事項を定めることにより、水産業及び漁村の振興 

99



に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって水産業の健全な発展及び豊かで活力のあ 

る漁村の構築に寄与することを目的とする。 

  （基本理念） 

第２条 水産業の振興は、本道が国内の水産物の供給の拠点として、将来にわたって、安全か  

つ良質な水産物を安定的に供給できるよう、水域環境の保全を図りながら、水産資源の持続 

的な利用及び増大を旨として推進されなければならない。 

２ 水産業の振興は、水産業が地域の経済社会を支え、その活性化に貢献する活力のある産業 

として発展するよう、収益性の高い健全な経営の確立及び組織の育成を旨として推進されな 

ければならない。 

３ 漁村の振興は、漁村が水産業の健全な発展の基盤としての役割を果たすとともに、自然と 

のふれあいの場となる等多様な機能を発揮する地域として発展するよう推進されなければ 

ならない。 

 （道の責務） 

第３条 道は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、水産業及び 

漁村の振興に関する総合的かつ計画的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２  道は、水産業及び漁村の振興に関する施策を推進するに当たっては、国及び市町村と緊密 

な連携を図らなければならない。 

 （水産業者等の役割） 

第４条 水産業者等は、基本理念にのっとり、相互の協力の下に、その事業活動を行うよう努 

めるものとする。 

２ 水産業者等は、その事業活動を行うに当たっては、道が実施する水産業及び漁村の振興に 

関する施策に協力するよう努めるものとする。 

 （道民等の役割） 

第５条 道民は、基本理念に対する理解を深め、水域環境の保全及び道産の水産物の消費に関 

し積極的な役割を果たすよう努めるものとする。 

２ 水域において遊漁その他の余暇活動を行う者は、その活動を行う場合には、基本理念にの 

っとり、漁業生産活動及び水域環境の保全に影響を与えないよう努めるとともに、地域の住 

民生活に配慮するものとする。 

 （年次報告） 

第６条 知事は、毎年、議会に、水産業及び漁村の動向並びに水産業及び漁村の振興に関して 

講じた施策に関する報告を提出しなければならない。 

第２章 水産業及び漁村の振興に関する基本的施策 

（振興推進計画） 

第７条 知事は、水産業及び漁村の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた 

め、水産業及び漁村の振興の推進に関する計画（以下「振興推進計画」という。）を定 
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めなければならない。 

２ 振興推進計画は、水産業及び漁村の振興に関する施策の基本的事項について定めるものと 

する。 

３  振興推進計画は、北海道における漁業生産の目標その他の水産業及び漁村の振興に関する 

適切な目標について定めるものとする。 

４  知事は、振興推進計画を定めるに当たっては、あらかじめ、道民の意見を反映することが 

できるよう必要な措置を講じなければならない。 

５  知事は、振興推進計画を定めるに当たっては、あらかじめ、北海道水産業・漁村振興審議 

会の意見を聴かなければならない。 

６  知事は、振興推進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

７  前３項の規定は、振興推進計画の変更について準用する。 

 （水産資源の適切な管理等） 

第８条 道は、水産資源の適切な管理を図るため、水産資源の評価に基づく計画的な漁獲量及 

び漁獲努力量の管理の推進、水産資源を共有する諸外国との交流の促進その他の必要な措置 

を講ずるものとする。 

２  道は、水産資源の秩序ある利用を図るため、漁場に見合った操業体制の構築、遊漁に係る 

秩序の形成その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （栽培漁業の推進） 

第９条 道は、栽培漁業の推進を図るため、増殖場及び養殖場の整備及び開発、種苗の生産及 

び放流の促進、放流した水産資源の保護及び利用者の負担等利用に係る体制の確立その他の 

必要な措置を講ずるものとする。 

 （担い手の育成及び確保等） 

第 10 条 道は、水産業の担い手の育成及び確保を図るため、水産業者の漁業又は加工の技術 

及び経営管理能力の向上、新たに漁業に就業しようとする者の受入体制の整備その他の必要 

な措置を講ずるものとする。 

２ 道は、女性及び高齢者の水産業への従事及び水産業に関連する活動の促進を図るため、 

労働環境の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （安定的な水産業経営の育成） 

第 11 条 道は、安定的な水産業経営の育成を図るため、資本装備の高度化、事業の共同化及

び拡大の促進、地域の水産物の活用に関する漁業及び水産加工業の連携の促進その他の必要

な措置を講ずるものとする。 

 （協同組合組織の経営の安定） 

第 12 条 道は、水産業の協同組合組織の経営の安定を図るため、組織及び事業の充実強化、 

合併等再編の促進その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （安全かつ良質な水産物の安定的な供給） 

第 13 条 道は、安全かつ良質な水産物の安定的な供給を図るため、品質管理及び衛生管理の
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高度化の促進、漁港及び流通加工施設の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （水産物の競争力の強化） 

第 14 条 道は、輸入される水産物等に対する道産の水産物の競争力の強化を図るため、付加 

価値の高い製品の開発及び販売の促進、普及宣伝の強化、流通の効率化の促進その他の必要 

な措置を講ずるものとする。 

 （水産資源の生育環境の保全及び創造） 

第 15 条 道は、水産資源の生育環境の保全及び創造を図るため、道民、水産業者等、行政 

機関等との協議の下に、水域環境の調査及び改善の推進、森林の整備その他の必要な措置

を講ずるものとする。 

 （環境と調和した水産業の展開） 

第 16 条 道は、環境と調和した水産業の展開を図るため、事業活動に伴う廃棄物の循環的利 

用の促進、漁業と野生動物との共生に関する取組の促進その他の必要な措置を講ずるものと 

する。 

 （快適で住みよい漁村の構築） 

第 17 条 道は、快適で住みよい漁村の構築を図るため、景観の保全に配慮した水産業の基盤 

の整備、生活環境の整備、災害の防止その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （活力のある漁村の構築） 

第 18 条 道は、活力のある漁村の構築を図るため、水産業者の自発的な地域活動の促進、都 

市と漁村との交流の促進、余暇活動に係る水域及び漁港施設等の利用の秩序の形成その他の 

必要な措置を講ずるものとする。    

 （道民の理解の促進） 

第 19 条 道は、水産業及び漁村に対する道民の理解を促進するため、情報の提供、学習の機 

会の充実その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （豊かな海づくりの推進） 

第 20 条 道は、水産資源の適切な管理、栽培漁業の推進、水産資源の生育環境の保全及び創 

造等の豊かな海づくりの推進を図るため、情報の提供、体験機会の創出、行事の実施その他 

の必要な措置を講ずるものとする。 

 （水産業の振興に関する技術の向上） 

第 21 条 道は、水産業の振興に関する技術の向上を図るため、道、大学、民間その他試験研 

究機関の連携の強化、研究開発の推進及びその成果の普及その他の必要な措置を講ずるもの 

とする。 

 （財政上の措置） 

第 22 条 道は、水産業及び漁村の振興に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を 
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講ずるよう努めるものとする。 

第３章 北海道水産業・漁村振興審議会 

 （設置） 

第 23 条 北海道における水産業及び漁村の振興を図るため、知事の附属機関として、北海道 

水産業・漁村振興審議会（以下「審議会」という。）を置く。  

 （所掌事項） 

第 24 条 審議会の所掌事項は、次のとおりとする。 

(１) 知事の諮問に応じ、水産業及び漁村の振興に関する重要事項を調査審議すること。

(２) 前号に掲げるもののほか、この条例の規定によりその権限に属させられた事務

２ 審議会は、水産業及び漁村の振興に関し必要と認める事項を知事に建議することができ 

る。 

 （組織） 

第 25 条 審議会は、委員１５人以内で組織する。  

２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、特別委員を置くことがで 

きる。 

 （委員及び特別委員） 

第 26 条  委員及び特別委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。 

(１) 学識経験を有する者

(２) 水産業の関係団体の役職員

(３) 関係行政機関の職員

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前 

任者の残任期間とする。 

３  委員は、再任されることができる。 

４ 特別委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。 

 （会長及び副会長） 

第 27 条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員が互選する。 

３  会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第 28 条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２  審議会は、委員の２分の１以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３  会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに 

よる。 
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 （部会）    

第 29 条 審議会は、必要に応じ、部会を置くことができる。 

２  部会は、審議会から付託された事項について調査審議するものとする。 

３ 部会に部会長を置き、会長が指名する委員がこれに当たる。 

４  部会に属すべき委員及び特別委員は、会長が指名する。 

 （会長への委任） 

第 30 条 この章に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮 

って定める。 

  附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２  次に掲げる条例は、廃止する。 

(１) 北海道水産業振興審議会条例（昭和 56 年北海道条例第３号）

(２) 北海道漁業及び水産加工業経営安定条例（昭和 61 年北海道条例第 31 号）

３ 知事は、平成 21 年４月１日から起算して５年を経過するごとに、社会経済情勢の変化等 

を勘案し、この条例の施行の状況等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を 

講ずるものとする。 
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